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スモールコンセッションについて

スモールコンセッションのポイント
• 対象施設は、廃校等の空き施設、地方公共団体が所有する古民家等の空き家
• 事業方式は、公共施設等運営権（コンセッション）方式のほか、RO（Rehabilitate Operate＝改修・運営） 方式等
• 事業費は、原則10億円未満程度

○ 今後、人口減少等により、廃校等の空き施設や地方公共団体が所有する古民家等の空き家の増加が見込まれる中、それらを有
効に利活用して、交流人口や雇用を拡大し、地域経済の活性化を推進することが重要。

○ その際、民間の創意工夫を最大限に生かした小規模なPPP/PFI事業の手法を活用することが効果的。

（参考） -総理大臣施政方針演説（令和６年１月30日）(抄) -
・・空き家・遊休不動産を積極的に活用するスモールコンセッション

などを推進します。

- 経済財政運営と改革の基本方針2024（抄）-
・・空き家等の既存ストックを活用するスモールコンセッション等

の普及を促進するとともに・・

想定される施設例

【コンセッション方式】
地域企業がPFI法６条提案を実
施し、AI開発センターとして廃校を
活用。現在、複数の大手企業が
入居。

宿泊施設
参考事例： 岡山県津山市

＜空き家＞

サテライトオフィス・研究施設
参考事例： 福岡県宮若市

＜廃校＞

【コンセッション方式】
個人から寄付された古民家（伝統
的建造物に指定されている町家）
を活用した宿泊施設。
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【RO＋コンセッション方式】
老朽化した市のシンボリックな
施設を民間資金とノウハウを活用し、
スポーツ・健康増進施設としてリノベー
ションと事業運営を実施。

スポーツ施設

＜空き施設＞
参考事例： 岡山県津山市

住宅
参考事例：島根県津和野町

【RO方式】
町が所有する空き家等を改修し、
UIターン者や町内に定着した若者、
移住・定住者の住まいを確保。

＜空き家＞



スモールコンセッションに関する自治体アンケート

○ 平時からPPP/PFIに関連する情報を提供している地方公共団体を対象としたアンケートでは、回答のあった374の地方公共団体の
うち、225団体（約59％）が「遊休公的不動産に対して課題を感じている」と回答し、本プラットフォームへの関心についても183
団体（約48％）が「関心がある」、「やや関心がある」と回答している。

○ スモールコンセッションプラットフォームに入会登録（R6.12.5時点）している137の地方公共団体のうち、94団体（約68.6％）
が「PPP/PFI事業を実施した経験がない」と回答し、127団体（約92.7％）が「スモールコンセッションを実施した経験が
ない」と回答している。

地方公共団体へのアンケート（R6.10.23～R6.11.1）

［実施対象］平時からPPP/PFIに情報提供している地方公共団体：1,035団体
［回 答］374団体 回答率：約33.5％

Q．現在、遊休公的施設に課題
に感じていることがある。

Q．「プラットフォーム」が設立され
た場合の関心度合いについて

複数の経験がある 27

1件の経験がある 16

経験はない 94
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スモールコンセッションプラットフォーム入会時アンケート

Q．PPP/PFI事業を実施した経験がある。

Q．スモールコンセッションを実施した
経験がある。

複数の経験がある 2

1件の経験がある 8

経験はない 127

［実施対象］スモールコンセッションプラットフォーム入会登録 （※R6.12.5時点）
地方公共団体：137団体



○ 地域には、多くの遊休公的施設があるが、これを利活用する事業化のノウハウが十分にない。一方、学界や民間には、技術面や資金
面も含め、多くの知恵と実績･経験がある。

○ これら関係者が、それぞれの関心に応じて繋がりを持ち、柔軟な協力関係を結ぶことで、共に課題を乗り越え、地方創生に取り組む後
押しを行うため、産官学金等の多様な主体が参加・連携する「スモールコンセッションプラットフォーム」を設立する。

活動内容

機運醸成
・

情報共有

調査・研究

案件形成に
向けた活動

機運醸成に資するセミナー・イベント等の開催
先進事例の関係者インタビューや対談等の発信
会員に向けたメールマガジン等の情報発信
専用ホームぺージを通じた会員からの情報発信

会員同士の課題の共有及び解決策の検討
先進事例等に係る事例集・手引き等の作成

会員の交流促進・マッチング等のイベント開催
実務者向けの勉強会やワークショップ等の開催
アドバイザーによる助言・サポート

（事務局：国土交通省、内閣府）

産官学金等の多数の団
体・個人の参加を想定

会員になるメリット

メリット１ スモールコンセッションの最新情報をお届けします！

メリット3 課題やお悩みを共有・検討できます！

メリット2 会員の皆様の取組や活動を発信できます！

プラットフォームを通じて、課題の解決をサポート！

申込

https://forms.office.com/e/v4Fv4kRGq7

スモールコンセッションプラットフォームについて

250民間企業等（ただし、金融機関を除く。）

177都道府県及び市区町村

15関係府省庁等

8大学、研究機関等及びこれらに所属する有識者、研究者等

15金融機関

152個人

617計

会費は無料！ プラットフォームへの申込状況 （12月12日時点）
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スモールコンセッションプラットフォーム

スモールコンセッションプラットフォームの組織構成について

各種イベント、調査研究、広報活動等の企画・検討・決定
課題に対応したワーキンググループ（WG）の設置、検討内容の決定
その他スモールコンセッションプラットフォームの方向性について検討・決定

運営委員会

普及啓発WG
（各種セミナー・イベントの

企画・運営等）

WG①（例）

事業手法検討WG
（スモールコンセッションの事例

の研究・分析等）

WG②（例）

資金調達WG
（補助金を含む資金調達方法

の研究等）

WG③（例） 会員からの
提案も踏まえ
順次設置

国土交通省、内閣府事務局

・・・・・・・・

※WGは、運営委員会の委員を中心とし、会員のうちの有志を募って定期的に活動を行う。

関係府省庁オブザーバー

民間企業 地方公共団体 関係府省庁 大学・
研究機関等 金融機関 個人
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スモールコンセッションプラットフォーム運営委員会 委員一覧

• 証券会社や投資銀行勤務を経
て、現在はPPPに係るコンサルティ
ング、リサーチ等に従事。

• 東京都国際金融フェロー、民間
資金等活用事業推進委員会専
門委員等歴任。

福島 隆則 氏
株式会社三井住友トラス
ト基礎研究所 PPP・インフ
ラ投資調査部門長 理事

• 民間金融機関にてPPP/PFIを含
むプロジェクトファイナンスに従事後、
2019年に推進機構に入社。

• 同社ではPFI事業向け出融資業
務の担当を経て、現在、官民連
携に係る自治体支援業務に従事。

• 元大阪府大東市職員。2017年にま
ちづくり会社へ出向し2018年より現職。

• 民間主導の公民連携により、
オフィス・商業を併設する画期的な市
営住宅建替えプロジェクトを実施。

• 行政職員として国、県、市、町村
など地方自治の全層の勤務を経
て2013年より現職。

• 専門は地方自治、公民連携等。
各種委員や講演等で延べ410以
上の地方公共団体に関わる。

根本 祐二 氏
東洋大学
PPP研究センター長

馬場 正尊 氏
東北芸術工科大学
デザイン工学部建築・
デザイン学科 教授/
オープン・エー代表取締
役

横山 幸司 氏
滋賀大学経済学部教授/
産学公連携推進機構社
会連携センター長

宮澤 伸 氏
日本商工会議所
地域振興部長

林 有理 氏
有理舎／
公共R不動産シニ
アディレクター

入江 智子 氏
株式会社コーミン
代表取締役

土田 信広 氏
京都府福知山市
財務部資産活用課
課長補佐

川口 義洋 氏
岡山県津山市
総務部財産活用課長

中嶋 善浩 氏
株式会社民間資金等活
用事業推進機構 官民連
携支援センター長

民
間
事
業
者

地
方
公
共
団
体

有
識
者

金
融
機
関
・
実
務
家
等

◎委員長

○委員長代理
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• 元SUUMOマガジン編集長。大阪府
四條畷市前副市長。

• リノベーションやまちづくり分野で地域と
遊休不動産をつなぐ社団法人の広
報・プラットフォーム立上げ等に尽力。

• まちづくり、社会資本整備等に関する
調査研究・政策提言を担当。

• 「地域企業でできることは地域企業に
任せる」ローカルファーストの視点から、
地域企業主導型PFIを提言。

• 1999年津山市役所に入庁以来、
建築営繕、建築指導部門の業務に
携わる。

• 津山市で古民家やスポーツ施設を活
用した２件のスモールコンセッションを
実施。

• 民間企業での約10年間の勤務後、
京都府福知山市入庁。

• 金融機関との公民連携や関西初とな
る廃校マッチングバスツアー等、廃校
Re活用プロジェクトを推進。
「行革甲子園2024」でグランプリ受賞。

• 日本政策投資銀行を経て、東洋大
学経済学部教授に就任。専門は、
公民連携、地方創生、インフラ等。

• 民間資金等活用事業推進委員会
委員長代理等公職を歴任。

• 博報堂、雑誌『A』編集長を経て、
2003年OpenAを設立し、建築設
計、都市計画、執筆などを行う。

• 2016年より東北芸術工科大学教
授。2015年より公共空間のマッチン
グ事業『公共R不動産』を立ち上げ。



令和６年度補正予算案：１２９百万円の内数

○ スモールコンセッションの事業構想の策定等を支援する専門家の派遣や、民間提案に基づく新たな官民連携手法の調査検討、
先導的なPPP/PFI事業の導入検討に対する地方公共団体への支援を通じて、スモールコンセッションの案件形成を推進。

・地方公共団体におけるスモールコンセッションの形成を推進する
ため、事業の初期段階に行う建物の現況調査・市場調査や、
施設改修の検討等を含む事業構想の策定への支援を担う専
門家の派遣を行う。

国

地方公共団体専門家
（コンサルタント、建築士等）

委託
派遣・支援

【支援内容】
・耐震診断
・受託事業者となりえる企業の調査
・施設改修の検討
・周辺施設との連携の検討 等 ニーズ

（地方公共団体）

成
果
の
横
展
開

シーズ
（民間事業者） マ

ッ
チ
ン
グ

モデル事業の構築

国土交通省

民間事業者

調査委託

地方公共団体に
おける導入検討

●民間提案型官民連携モデリング事業（R6～）
（民間提案に基づく新たな官民連携のモデル手法の構築）

●先導的官民連携支援事業（H23～）
（先導的な官民連携支援事業の導入検討費用の支援）

●スモールコンセッション形成推進事業（R6補正（案））
（スモールコンセッションの検討の初期段階への支援）

・民間提案に基づく新たな官民連携のモデルとなる手法の導入を
推進するため、地方公共団体のニーズと合致した優良な提案を
行った民間事業者がモデル手法の構築に向けた調査検討を行う。

・先導的な官民連携事業の導入を促進するため、施設の種類、
事業規模、事業類型、事業方式等に応じた導入可能性の検
討に係る費用を地方公共団体に対して支援する。

※「民間提案型官民連携モデリング事業」、「先導的官民連携支援事業」は、スモールコンセッション以外のPPP/PFI事業も支援

スモールコンセッションの推進に向けた支援について
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